
岐阜労働局労働基準部労災補償課

労災補償制度の概要
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労働者災害補償保険法

第１条 労働者災害補償保険は、業務上の事由、事業主が同一人でない二以上の事業
に使用される労働者（以下「複数事業労働者」という。）の二以上の事業の業務を要因と
する事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な
保護をするため、必要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由、複数事業労働者
の二以上の事業の業務を要因とする事由又は通勤により負傷し、又は疾病にかかった
労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援護、労働者の安全及び衛生
の確保等を図り、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。
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労働者災害補償保険とは

労働基準法
第75条 労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合においては、使用者は、その
費用で必要な療養を行い、又は必要な療養の費用を負担しなければならない。

○ 「使用者」は、「労働者」の業務上の負傷、疾病等に対し災害補償責任がある。

治療費等が高額になることも・・・

○ 労働者が確実に補償を受けられるように、使用者の災害補償責任を担保する制度。



3

業務災害、複数業務要因災害及び通勤災害

仕事によるもの

通勤によるもの

業務災害

通勤災害

労災
保険

【原因・事由】 【災害分類】 【保険】

その他 その他の災害 健康保険等

※業務災害、複数業務要因災害又は通勤災害以外が原因の場合（私傷病）、労災
保険からは給付できない。

複数業務要因災害



（※１） 業務災害の場合 → 療養補償給付
複数業務要因災害の場合 → 複数事業労働者療養給付
通勤災害の場合 → 療養給付

（※２） 被災労働者が、やむを得ない理由で非労災指定医療機関にかかった場合、療養等
に要した費用を給付することとなる。（現金で給付）

（※３） 「治ゆ」について
労災保険における「治ゆ」とは、身体の諸器官・組織が健康時の状態に完全に回復
した状態のみをいうものではなく、傷病の状態が安定し、医学上一般に認められた医
療を行ってもその医療効果が期待できなくなった状態（「症状固定」の状態）のこと。
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療養（補償）等給付（※１）とは

○ 業務又は通勤が原因で負傷したり、病気にかかって療養を必要とする
労働者が受けられる治療や薬剤等の給付。

○ 基本的には、労災病院又は労災保険指定医療機関において、被災労働者の
自己負担なく給付（※２）が行われる。（現物給付）

○ 被災労働者は、負傷や病気が治ゆ（※３）するまで療養の給付を受けられる。

あわせて、
療養（補償）等給付と表記。



◆告示様式第５号 ◆告示様式第16号の３
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◆告示様式第７号（表面） ◆告示様式第７号（裏面）
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○診療費請求書の記入について

注：請求金額の訂正はできません。誤った場合は、必ず新たに作成してください。
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○診療費請求内訳書の記入について
・ ①新継再別や②転帰事由の記入漏れ・誤りが多いので必ず
記入してください。

・ ④労働保険番号、⑥生年月日、⑦傷病年月日は、提出され
れた療養の給付請求書等から正確に転記してください。

・ ⑩療養期間、⑪診療実日数の記入漏れ・誤りがないようにし、
転帰事由等との整合性を確認してください。

・ 労災として適正な傷病名を記入してください。左右の誤りや
私病の混在がないようにしてください。

・ 傷病の経過欄は、審査を行うにあたって重要な項目です。
できるだけ詳細に記入してください。
また、治療中に新たな傷病が追加となった場合は、追加と
なった経過を記入してください。

・ 初診料等の時間外等加算の際は、日時又は曜日を記入し
てください。

・ 画像診断について、撮影部位や撮影年月日を記入してくだ
さい。
また、負傷部位以外の撮影が医学的に必要な場合は、理由
を摘要欄に記入してください。

・ リハビリテーション料の算定にあたっては、摘要欄にリハビリ
テーション実施計画書の作成日を記入してください。

・ 休業証明料を算定した場合、証明期間と交付日を記入してく
ださい。



○投薬について
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・ 私病分の薬剤が混在しないように注意してください。

・ 審査にあたっては、医薬品添付文書の「効能・効果」と「用法・用量」を基本とし
ますので、適応となる傷病名や使用量などが適切か確認してください。なお、添
付文書に記載のない処方であって、医学的に必要と認められるものについては、
摘要欄等に処方理由や根拠などを記載してください。

・ 治療終了時（最終受診日）に処方する場合、投薬日数が過剰とならないように
注意してください。
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傷病（補償）等年金（※１）とは

○ 業務又は通勤が原因となった負傷や疾病の療養開始後１年６か月を経過した日
またはその日以後、次の要件に該当するときに支給。

（１） その負傷または疾病が治ゆしていない（※２）。
（２） その負傷または疾病による障害の程度が傷病等級表の傷病等級に該当。

（※１） 業務災害の場合 → 傷病補償年金

複数業務要因災害の場合 → 複数事業労働者傷病年金
通勤災害の場合 → 傷病年金

（※２） 治ゆしていないことから、当該被災労働者は引き続き療養の給付を受けられる。

→ 傷病（補償）等年金（長期給付）の対象者／対象でない者（短期給付） のそれぞれに
異なるレセプトの様式がある。

参考：入院レセプト（傷病（補償）等年金の対象者用）

あわせて、
傷病（補償）等年金と表記。



○労災レセプトのオンライン化について
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